
 

 
平成 28 年２月 22 日 

各     位 

会 社 名  株式会社ユニバーサル園芸社 
代表者名  代表取締役社長 森坂 拓実 

    （JASDAQ コード：6061） 
問合せ先  取締役管理本部長 安部 豪 

（TEL．072－649－2266） 

連結子会社の事業譲受に関するお知らせ 

当社は、平成 28 年２月 22 日の取締役会において、当社連結子会社であるローリング・グリーンズ・

インク(所在地：アメリカ合衆国 以下、「ローリング・グリーンズ社」)が、セッジフィールド・イン

テリア・ランドスケープ・インク(所在地：アメリカ合衆国ジョージア州アトランタ市マリエッタ・キ

ングストンコート内 3062 以下、「セッジフィールド社」)より、シャーロット支店（ノースカロライ

ナ州）及びグリーンズボロ支店（ノースカロライナ州）の事業を譲受するために、セッジフィールド社

との間で平成 28 年２月 23 日（予定）に事業譲渡契約書を締結することを決議しましたので、下記の通

りお知らせいたします。 

記 

１．事業譲受の理由 

当社は、海外におけるグリーン事業のより一層の発展と成長の加速のため、当社の米国における

100％子会社であるローリング・グリーンズ社が、セッジフィールド社より植物のオフィス向け販売・

メンテナンス事業を主とするシャーロット支店、グリーンズボロ支店の事業を譲受することといたし

ました。 

アメリカのシャーロットは米国有数の金融機関の本社がある等オフィスビルが多く、当社の主力事

業である植物のオフィス向け販売・メンテナンス市場の成長が見込まれます。またグリーンズボロは

シャーロットの近郊にあるノースカロライナ州の主要な都市の一つであり、オフィス向け販売・メン

テナンスの安定的な市場が見込まれます。セッジフィールド社のシャーロット支店、グリーンズボロ

支店はそれぞれの市場において高品質のサービスを武器にブランドを確立しており優良な顧客基盤と

トップクラスの市場シェアを有します。本事業譲受により、北米におけるグリーン事業の拠点を拡大

し、かつワシントン D.C.、シャーロット、グリーンズボロの三拠点を一体的に運営することで競争力

を高め、北米におけるグリーン事業の更なる発展に結びつけて参ります。 

 

２．事業譲渡契約書の内容 

平成 28 年２月 23 日（予定）をめどに、セッジフィールド社とローリング・グリーンズ社は事業譲

渡契約書を締結し、平成 28 年２月 29 日（予定）に、ローリング・グリーンズ社はセッジフィールド

社より一部事業を譲受いたします。 

 

３．事業譲渡をする法人の概要 

(1)名称 セッジフィールド・インテリア・ランドスケープ・インク 

(2)所在地 アメリカ合衆国ジョージア州アトランタ市マリエッタ・キングス

トンコート内 3062 



 

(3)代表者の役職・氏名 デービッド・コルスタッド（プレジデント） 

(4)事業内容 植物の小売及びオフィス等への販売・メンテナンス 

(5)資本金 25,588 米ドル 

(6)売上高 シャーロット支店 2,493 千米ドル、 

グリーンズボロ支店 928 千米ドル（2015 年 12 月期） 

(7)設立年月日 1952 年 

(8)大株主及び持株比率 デービッド・コルスタッド 77.3％ 

マーガレット・コルスタッド 8.5％ 

(9)上場会社と当該会社との間の

関係 

資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 該当事項はありません 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません 

 

４．事業譲渡を受ける子会社の概要 

(1)名称 ローリング・グリーンズ・インク 

(2)所在地 アメリカ合衆国メリーランド州クリントン市オールド・アレクサ

ンドリア・フェリー通り 7155 

(3)代表者の役職・氏名 ウィリアム・フェンステラー（プレジデント） 

(4)事業内容 植物の小売及びオフィス等への販売・メンテナンス 

(5)資本金 50 米ドル 

(6)設立年月日 1975 年 

(7)大株主及び持株比率 株式会社ユニバーサル園芸社 100% 

(8)上場会社と当該会社との間の

関係 

資本関係 当社は当該会社株式の100％を保有

しております。 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 該当事項はありません 

 

５．日程 

(1)取締役会決議 平成 28 年２月 22 日 

(2)株式譲渡契約締結日 平成 28 年２月 23 日(予定) 

(3)株式譲渡日 平成 28 年２月 29 日(予定) 

 

 



 

 

６．今後の見通し 

本件による平成 28 年６月期連結業績に与える影響は軽微であると認識しておりますが、重要な影響

を与える見込みが生じた場合には、確定後速やかに開示する予定であります。 

 

以 上 


